
 

社会福祉法人島根県社会福祉協議会 一般事業主行動計画 

職員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境整備を行うため、次の

ように行動計画を策定する。 

１．計画期間  令和５年４月１日～令和７年３月３１日までの２年間 

２．内 容 

 

〈対策〉 

● 令和５年４月～ 新休暇制度（家族休暇）の導入にあわせ、両立支援制度全般の周知

と利用促進に向けた取組みを検討、実施。 

● 令和５年７月～ 四半期ごとに制度の利用状況を確認し、改善点を検討する。 

 

〈対策〉 

● 令和５年４月～ 相談支援体制について検討開始 

● 令和６年４月～ 制度の運用開始 

 

〈対策〉 

● 令和５年４月～ 取得率向上に向けた啓発活動等を検討、実施 

● 令和５年７月～ 四半期ごとに年次有給休暇の取得状況を確認するとともに、取得促

進に向けた取り組みを検討する。 

 

● 令和５年４月～ 所定外労働時間削減に向けた啓発活動等を検討、実施 

● 令和５年７月～ 四半期ごとに所定外労働時間発生状況を確認するとともに、削減に

向けた取り組みを検討する。 

 

目標１：本会の両立支援制度の利用促進に向けた取り組みを実施し、定期的な利用状況

の把握と改善点の検討を行う。 

目標２：育児休業中及び育児休業から復職した職員が、安心して就業継続するための相

談支援体制を整備する。 
 

目標３：年次有給休暇の取得促進を図ることにより、総合事務職員は取得率６５％以上

を目指し、一般事務職員は取得率７０％以上を維持する。 

目標４：所定外労働時間削減のための職場環境づくり 


